ニュージーランドの就学システムに関する研究- 個別就学から集団就学への移行過程に着日して一 by 飯野, 祐樹
兵庫教育大学 研究紀要 第54巻 2019年 2 月 pp 27 36 
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Focusing on the Transition Process from Continuous Entry to Cohort Entry
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IIN0 Yuki 
本研究の目的は、 ニュージーラ ンドの就学システムの詳細を検討するこ とにある。 ニュージーラ ンドの教育法では6 歳
での就学が求められているが、 伝統的にほとんどの子どもが5 歳の誕生日付近で個別に小学校へ就学している。 また、
2017年には1989年教育法が改正され、 部分的ではあるが、 集団就学が認められるようになった。 本研究では、 ニュージー
ランド政府が交付した文書や実地調査で得られた情報を基に、 ニユーン、一 ランドが個別就学を採用した背景を歴史的視座
から整理すると共に、 個別就学の仕組みについての詳細、 さらには、 試行が進められている一斉就学の導入に至った経緯 ・ 
内情について検討した。 それによれば、 今日のニュージーラ ンドにおける就学システムの移行過程は、 地域が有する自主
性や自立性を尊重する形で進められており、 具体的には、 教育大臣が示した提案に対しても広く地域の意見を収集し反映
させよう とする姿勢が示唆された。 
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1 . はじめに
子どもたちにとって小学校への就学は、 刺激的で挑戦
的なライ フステージの1 つであると言えるだろう。 国際
的 に も 小 学 校 へ の就学 に つ い て は、 “Successful 
Transition” や “Effective Transition” といったテーマで
移行の観点から調査 ・ 研究が進められており、 学齢期以
降の学びの充実はもとより、 自国経済 ・ 社会の発展にお
いても意義があるこ とが報告されいる (Alexander & 
Entwisle, 1998)。 また、 小学校への就学を効果的に進め
るためには、 早い段階より就学プログラムを作成するこ
と、 保護者 ・ 小学校関係者 ・ 保育関係者 ・ 政府関係者等
が積極的かつ継続的なコミ ュニケーショ ンを図ること、
関係者間で教育資源に対する共通理解を持つことなどが
示されている (Burgon & Barwick, 2013)。 中でも、 関
係者間の良好な連絡系統の構築は、 充実した就学形態を
もたらす要因の1 つと して挙げられている。
翻って日本の幼児教育 ・ 保育分野に目を移せば、 学齢
期以降の学びの基礎を培う段階として 「幼児教育におい
















齢の引き下げを検討している。 また平成26年には 「小一 
プロブレム」 などの課題を背景に、 政府の有識者会議で
ある 「教育再生実行会議」 が 「今後の学制等の在り方に
ついて」(第五次提言) という提言書で、3 ~ 5 歳児の
幼児教育を段階的に無償化した上で、 義務教育開始を5 
歳児から開始することについて検討するよう求めている。 
小学校への就学年齢 ' ) について国連教育科学文化機関
(UNESCO) 統計研究所が2016年に178 カ国を対象に実施
した調査 (THE WORLD BANK, 2018) によれば、 5 
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ながら一斉 (集団) に就学 (cohort entry) する方式で
ある。 一方、 一斉就学とは対照的に個別就学(continu- 
ous entry) の形態が採られている国の1 つにニュージー
ランドが挙げられる。 ニュージーランドの教育法では義


































































ズ ・ ボーエ ン(Charles Bowen) を中心に、 教育の無償
化、 教育の義務教育化、 教育の無宗教化の3 つの理念を
掲げ1877年教育法 (Education Act 1877) が交付された。 














1877年教育法では、 7歳での就学が義務付けられ、5 ・ 
6 歳児 4) に関しては就学の選択権が与えられることと
なった。
1877年教育法の施行に伴い、小学校には5 ・ 6 歳児を
対象にした幼児クラス( Infant Class) が設置され、 在
ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
籍者数は年々増加していく。 また、 7 歳児就学もしばら
く続けられたが、1964年に1877年教育法の大幅な見直し
が図られ、 同年に公布された1964年教育法 (Education 
Act 1964) の施行に伴い、 国際的な動向に合わせる形で
義務教育年齢が 6 歳に引き下げられることとなる。







は、 就学予定日の12か月前、 つまり、 子どもが4 歳の誕
生日を迎える付近から開始する。 具体的な流れは、 表1 







支援チーム、 保育関係者、 専門教員などが挙げられ、 教
育省から派遺される特別な専門家が携わる場合には必ず
就学3か月前までに家族に承認を受けることが求められ









れており、1989年教育法 (Education Act 1989) で就学





































体験訪問開始 就学後評価の実 施 
評価結果の報告 


















法 ) は地域での取 
り決めに従う 
スケジュール調 

















































習支援技術 ( 資 
源) の決定 
Ministry of Education. (2014) Transition to School Guidelines for Early Intervention Providers. を基に筆者が作成
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学してく る子どもの情報を熟知していたり、 他にも、 就
学先に兄弟姉妹がすでに就学している場合には回数が少
なく ても必要な情報は収集できるとのことであった。 体





小学校へ就学すると、New Entrance Class (以下、
NEC) と呼ばれるクラスに所属する。 NECの担当教員
(New Entrance Teacher) は就学前までに、 保育施設へ
の訪問や体験訪問での子どもの観察、 保育関係者や保護
者との意見交換、 保育施設で作成されたポート フォリオ
やラー ニング ・ スト ーリーなどの保育記録の閲覧を通し
て、 子どもが抱く 興味や関心事、 文化背景、 発達段階














的に作成したSchool Entry Assessment (SEA) や、 近年
では、 英国で子どもの認知能力と非認知能力を図ること
を日的に開発されたPerformance Indicators in Primary 
30 
Schools (PIPS) が多く の小学校で用いられている。 他
にも、2009年にニュージーランド教育省が小学校カリキュ







は、 外部評価機関である教育機関評価局 (Education 






は、 大きく通常の学校7) か特別学校 (special school) 
に分けられる。 
1 ) 「継続的再審可能資源要綱」 の申請
特別支援の内容についてニュージーランドでは、 教育
省が交付した 「特別教育2000 (Special education 2000)」
によって3 段階に分類されており、 段階に見合った教育
支援と財政措置が採られることとなる。
継続的再審可能資源要綱 (the Ongoing and Revie- 
wable Resourcing Schemes: 0RRS) は、 最上段に入る子
ども (全体の3 %) を対象にした支援策であり、 具体的
には、 行動支援、 高度保健ニーズ基金(School High 














られる。 前者については、 聴覚支援、 視覚支援、身体的
支援、 教育補助資源の準備が挙げられる。 後者では、 学
習 ・ 行動障害支援リ ソ ース教員 (Resource Teacher 
Learning and Behaviour: RTLB) や学習支援教員
ニュージーラ ンドの就学システムに関する研究
(Learning Support Teachers: LST) の配置に加え、 特別












ケース1 に該当するのは、 誕生日が7 月 1 日から12月
31 日までの子どもである。 就学した子どもたちは全員




ス 1 の子どもは、 翌年の1 月末までYear 0 に在籍し、
年度はじめ ( 2 月 1 日) にYear 1 へと移行する (図 1 )。 
2 . ケース2
ケース2 に該当するのは、 誕生日が1 月 1 日から6 月
30日までの子どもである。 ニュージーラ ンドの1 月は夏
季休暇に当たるため、 実際のところ1 月生まれの子ども
が就学するのは年度初め ( 2 月 1 日) 以降となる。 ケー
ス 2 の子どもがケース1 の子どもと異なるは、Year 0 で
はなくYear 1 に配属さることであり、 翌年の1 月末ま
で Year 1 に在籍し、 年度はじめと共にYear 2 へと移行
する (図 2 )。 
3 . 飛び級制度
ケース1 とケース2 との比較から分かるよう に、 伝統
的なニュージーラ ンドの個別就学システムでは、 同じ年
に生まれた子どもでも学年が異なる場合がある。 ただ、
能力が担任に認められ、 原則と して3 学期以上在籍 9) 
した子どもには 「飛び級」 が認められており、 これによ












集団就学は学期を基準に実施される。 ニユー ジー ラン
図 1 就学形態
(ケース1 : 誕生日が7 月1 日から12月31 日までの子ども) 
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図 2 就学形態




ドの学期は表2 のように4 学期制を採っており'°)、 5 歳
の誕生日をどの学期内で迎えるかが就学時期に大きく関
わってく る。
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w eb や地方紙での周知と共に、 教育省への報告が義務
付けられている。









て。 現行の集団就学システムでは、 約2 か月間ではある






















こと。 就学時期については2 つの案が示され、 学期はじ
めの 1 回のみに限る案1 と、 学期はじめと学期中間の2 
回とする案2 の2 つが示された。 既に2018年 2 月には、
2017年 7 月に公表された集団就学システムが開始してい
るため、 現行のシステム(2017年 7 月公表のシステム) 
に加え、 新たに示された案1 と案2 を踏まえた3 システ
ムに対する検討を2018年 1 学期中に進めたいという内容
であった。 具体的には、2018年 2 月から3 月にかけて、
教育省の会報や w eb を通して保育関係者、 小学校関係
者、 保護者に広く情報を発信し、Facebook や Twitter と
いったSNSへの投稿を通して意見を収集するという形








現在、 ニュージーラ ンドの保育分野には主たる2 つの
補助制度が運用されている。 1 つ目は教育省からの補助
であり、3 歳から5歳まで ( 6 歳の誕生日前) の子ども
を対象に週20時間の保育料が無償化されている。 2 つ目
は社会保障を目的に社会開発局省 (M inistry of Social 











行のシステムでは年間約38万 Nz ドル'3) の増額が見込
まれているのに対し、 案1では年間約460万 Nz ドル、 案























以降ニュージーラ ンドでは、 国家政策と してヨーロ ッパ
系民族とマオリ族との二文化主義を推し進めてきたが、
今日においてはオー クラ ンドなどの都市部を中心に多文
化 ・ 多民族化が急速に進んでおり、 従来以上に貧富の差
が激しく なっていることも報告されている (Blaik1ock et 








流れによれば (文部科学省, 2011) 、 就学の約5 か月前
を目途に学齢簿が作成され、 それ以降、 就学に向けた動
きが本格的に開始する。 一方、 ニュージーランドでは、
就学の 1 年前には就学に向けた動きが開始していた。 ま
た、 就学先の決定においても、 日本では約2 か月前に決
















































3 ) Sarah To Oneに対して2012年 9 月11 日に行った聞
き取り調査より。
4 ) 19世紀後半、 ニュージーランドでは5 ・6歳児の呼
称としてInfant を用いていた。
5 ) 2014年 9 月 4 日にニュージーランドのクライストチヤー
チ市にあ るRowley Avenue School の校長 James
Gribbs氏に対して行ったイ ンタ ビューより。
6 ) 2014年 3 月28日にニュージーランドのパーマスト ン
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ノ ース市にあるRussell School の校長 Sese Annandale
氏に対して行ったイ ンタ ビューより。
7 ) 通常の学校の中には特別学級 (special unit) を設置
している学校もあり、 通常学級と特別学級どちらに在
籍するかは、 学校内の運営委員会によって決められる。 




11) M inistry of Education (2018) Consultation on options 








13) I NZ ドル=約78円 (2018年4 月時点) 
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